
 

 
 
 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

   募集期間 

令和５年 10 月 17 日(火)～12 月８日(金) 

   公開プレゼンテーション 

令和６年３月１日（金）開催予定 
     ※詳細は市ホームページ等に掲載します。 

 

  申請に関するお問い合わせ（募集期間内随時受付） 

※ 来庁によるご相談を希望される場合は、恐れ入りますが事前に地域コミュニティ 

支援課にお電話ください。 

電話 046-822-9699（土日祝日を除く。平日８時 30 分～17 時） 
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
 

市民協働推進補助金 
令和６年度 

事業提案募集のご案内 

横須賀市 

市民公益活動の活性化を図り、市民の創意を活かし個性豊かな地域社会を実現 

するため、市民公益活動団体が行う公益活動に要する経費の一部を補助します。 
 

※この補助金の財源は、市民の皆様の税金に加え「NPO 支援基金（よこすか元気ファンド）」 

を一部活用しています。 
 
協働とは・・ 

共通の目的を達成するために、NPO、ボランティア・住民団体などと行政がお互いの特性を認識・尊重

し合い、対等な立場で、共通する領域の課題の解決に向けて協力・協調する関係をいいます。 

令和５年 10 月 

横須賀市 市民協働推進補助金    検索 
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次のすべての要件に該当する団体が応募できます。 

（１）市内で活動する市民公益活動団体 

（２）市民公益活動の実施及び運営から実績報告まで責任を持って履行できる団体 

（３）構成員が３名以上の団体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 次のすべての要件を満たす事業が対象です。 

 （１）令和６年４月 1 日～令和７年３月 31 日に実施する、本市市民を対象とした公益的な 

事業であること。 

 （２）ボランティアを広く募り、適切に活用したうえで行われる事業であること。 

 （３）補助対象経費の 20％以上が自己資金であること。 

 

なお、次のいずれかに該当する事業は対象となりません。 

（１）市から既に他の財政的支援を受けている事業又は受ける予定の事業 

（２）主たる効果が市外で生じる事業 

（３）その他公序良俗に反する等、補助対象として適当でないと認められる事業 

 

 

 

 

 

 過去に、「市民協働推進補助金」または「特定非営利活動法人補助金（一般寄附分）」、 

いずれか（または両方）の交付を通算３回以上受けた団体は、対象となりません（団体 

として３回以上、いずれか（または両方）の補助金を受けた団体）。 

１ 応募資格 

“市民公益活動団体”とは？ 

横須賀市では、公益的な市民活動を行う団体のことを「市民公益活動団体」 

と呼んでいます。 
 
「公益性」とは、不特定多数の者の利益や、その他の社会の利益をいいます。 

 
構成員だけの利益となる活動（共益的、互助的活動）、趣味的な活動などは 

対象になりません。 

２ 対象事業 

３ 対象外となる団体 
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対象事業を実施するために直接要する経費をいいます。 

項目 対象経費の例 対象外経費の例 

謝礼金 

・外部講師・指導者への謝礼金、調査・研

究など外部協力者への謝礼金（旅費、交

通費を含む）など 
※１人１日あたり５万円以上の場合は、 

必要性を記載した理由書を添付 

・団体構成員に対する謝礼金 

・手土産代、賞品、記念品 など 

交通費 

・対象事業実施場所までの交通費の実費、

通行料金 など 

・対象事業に直接かかわらない交通

費、事務所までの交通費、事業の参

加者の交通費 

・宿泊費 など 

消耗品費 

・会議資料・チラシ・ポスターなどの用紙

代、対象事業の記録用 CD-R、電池、材

料費 など ※単価２万円未満のもの 

・対象事業以外で使用する事務用品 

など 

印刷製本費 

・パンフレット・ポスター等の印刷代、資

料のコピー代 など 
※業者発注する場合は、見積書等を添付 

・対象事業以外の資料やパンフレット

の印刷代 

・団体のパンフレット等の紙代、印刷

代 など 

通信運搬費 

・募集案内などの送料、事業に必要な備品

の宅配代 

・事業実施のために必要不可欠な電話代 

（注１） など 
※電話代は、算出根拠の参考とした書類（写

し）等を添付 

・事務所等の電話代、インターネット

通信料 など 

保険料 ・対象事業参加者の保険料 など ・対象事業以外の行事保険料 など 

使用料・ 

賃借料 

・会場使用料、機材等のレンタル料、バス

借上料 

・事業実施のために必要不可欠なウェブサ

イト管理運営費・サーバ借上料（注２） 

など 
※ウェブサイト管理運営費等は、見積書・

算出根拠の参考とした書類（写し）等を

添付 

・事務所としての会議室、施設等の使

用料 

・団体が自ら所有している施設等の使

用料・借上料 

・団体運営に経常的に要するウェブサ

イトの管理運営費 など 

備品購入費 

・事業実施のために必要不可欠な物品の購

入費 など ※単価２万円以上のもの 

※見積書等を添付 

・パソコン・プリンター・携帯電話・

車両など、汎用性の高い物品の購入

費 など 

食糧費 
・事業実施のために必要不可欠な食品材料

費 など 

・会議や懇親会等の茶菓代、食事代、

飲食代 など 

人件費 
 ・団体の構成員に対する人件費 

・臨時雇い賃金 など 

その他経費 

・役務費（デザイン料、保育料、通訳、出

演料など特定の技能・知識を活かした役

務） 
※団体の構成員に対する支払いは不可 

・事業実施のために必要な広報宣伝費 
※見積書等を添付 

・その他上記項目以外の経費 

・事務所等を維持するための家賃・光

熱水費 
※家賃・光熱水費は一律対象外 

・対象事業以外の広報費、上部団体へ

の会費、慶弔費など、団体の経常的

な活動に要する経費 

・他団体が主催する講座等への参加費

負担金 など 

４ 補助対象経費 
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※注１ 電話料金について 

 ・次の①②のいずれかに該当し、かつ、③に該当する場合のみ対象とする。 

①電話相談事業など事業実施に必要不可欠な場合 

②イベントなど申請事業を実施するために団体が期間限定で契約・使用する場合 

③団体構成員（代表者または役員等）名義での契約が証明できる場合（役員名簿等） 

 

※注２ ウェブサイト管理運営費・サーバ借上料について 

 ・次の①②のどちらにも該当する場合のみ対象とする。 

①ウェブを活用した PR事業など事業実施に必要不可欠な場合 

②団体構成員（代表者または役員等）名義での契約が証明できる場合（役員名簿等） 
 
 

＜留意事項＞ 

※団体の事務所等を維持するための経費、団体の経常的な活動に要する経費、団体の構 

成員のみに提供する飲食代、団体の構成員に対する人件費や謝礼金は、補助対象外と 

なります。 
 
※添付資料の記載のある経費は、予算書に見積書等を添付してください。 
 
※支出方法として、クレジット決済・口座引落し・代金引換払い等を選択する場合 

・団体構成員（代表者または役員等）名義での支払が確認できること（役員名簿等）。 
・団体構成員名または団体名の入った領収書等を提出のこと。（請求書は不可） 

 
※支出方法として、口座振込みを選択する場合 

・団体構成員（代表者または役員等）名義での支払が確認できること（役員名簿等）。 
・団体構成員または団体名義の口座からの振込が確認できる利用明細・通帳の写し等 
 を提出のこと。 
 

 
 
 

 

 

補助対象経費の 20％以上を団体が自己資金で負担し、残る経費を市が補助します。 
 

補助額上限 補助率 交付回数 

50 万円 補助対象経費の 80％まで 団体として３回まで 

 

 
 
 

 

 

令和６年４月１日から令和７年３月 31 日まで 

※支払方法にかかわらず、原則領収書の発行年月日（領収日）が補助対象期間内である 

経費が補助対象となります。 

※ただし、契約期間が「令和６年４月１日から」の保険料に限っては、領収日が 

それ以前の場合でも、補助対象として認めます。 

５ 補助額 

６ 補助対象となる期間 
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（１）提出書類 

 書類の作成方法は、巻末の「記入例」をご覧ください。 

 ① 市民協働推進補助金審査申込書（第１号様式）         記入例 12 ページ 

 ② 事業計画書（第２号様式）              記入例 13,14,15,16 ページ 

    ※第３面は、過去に補助金を受けたことのある団体のみ提出してください。 

  ③ 市民協働推進補助金事業予算書（第３号様式）          記入例 17 ページ 

  ④ 市民公益活動団体の概要（第４号様式）             記入例 18 ページ 

  ⑤ 規約または会則 

  ⑥ 添付資料 

・直近の団体の歳入歳出決算書（NPO 法人は活動計算書）（任意様式） 

※設立１年未満の団体で決算書がない場合は、団体予算書を添付してください。 

・積算根拠となる見積書、単価表、理由書など（任意様式） 

・団体の活動内容が分かるチラシ等（Ａ４モノクロ片面２枚以内 厳守）（提出は任意） 

※ ①から④の様式は、市のホームページからダウンロードしてください。 

https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/2720/shoshiki/2410.html 

 

８ 応募方法と提出書類 

＜補助対象経費＞ 

補助希望額 

補助対象経費のうち 

20％以上を自己資金で負担 

７ 補助額と補助対象経費のイメージ 

補助対象経費 

 

補助対象外経費  

＜対象事業＞ 

自己資金 【自己資金】 

横須賀市が実施する他の財政的支援を除く、 

会費、助成金、協賛金等による収入のこと 

自己資金 
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（２）受付期間 

令和５年 10 月 17 日(火)～12 月８日(金) 17 時【必着】 

（土日祝日を除く。平日８時 30 分～17時） 

 

（３）提出先 

   横須賀市 民生局地域支援部地域コミュニティ支援課 市民協働推進担当 

   〒238-8550 横須賀市小川町 11 番地 市役所本庁舎２号館２階 

電話 046-822-9699（直通）   E-mail  shimin-kyodo@city.yokosuka.kanagawa.jp 

※ 提出は持参、郵便または E-mail でお願いします。ファクスでは受付できません。 

※ 郵送または E-mail の場合は、必ず到着しているか確認の電話をしてください。 

   

 

 

 

 

この制度の実施は、令和６年３月定例議会で予算案が可決されることが前提です。 
 

申込書の記入方法や横須賀市で行っている事業内容についてなど、お気軽に担当まで 

お問い合わせください。 
 
 なお、お越しになる場合には、事前にご連絡をくださるようお願いします。 

 

 

９ その他 
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（１）申込書類の確認（令和６年１月～２月） 

地域コミュニティ支援課で申込書類を確認し、応募要件を満たしているかの形式的審査を行

います。また、事業の内容に関係する市の部局に対し、意見聴取を行います。 

 

（２）書類の閲覧（２月中旬以降準備が出来次第随時） 

  申込書類（個人情報を除く）を、地域コミュニティ支援課でご覧いただけます。 

 

（３）公開プレゼンテーション（３月１日（金）開催予定） 

・公開プレゼンテーションへの出席は、原則、必須となります。（※注） 

・プレゼンテーションの時間は、一団体あたり５～10 分程度です。 

応募団体には個別に通知します。 
 

  ※プレゼンテーションは、事業計画書等で提案済みの内容を補足するものです。 

提案事項は申込み時に書類に記入するようにしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）審査 

審査は、応募書類とプレゼンテーションにおける質疑応答をもとに、外部委員で組織 

する横須賀市市民協働審議会（市民協働推進補助金等審査専門部会）が行います。 

 

（５）審査の評価基準 

  評価の基準は次の５項目です。 

 評価基準 配点 

Ⅰ 社会性の高い公益活動であること 16 

Ⅱ 事業計画に客観性及び現実性があり、事業実施による効果が期待できること ８ 

Ⅲ 予算計画に客観性及び現実性があること ８ 

Ⅳ 先駆性、独創性、迅速性など、市民公益活動の特性が活かされていること ８ 

Ⅴ 広くボランティアが参加できるような活動であること ８ 

10 審査の流れ 

 
※注 ただし、応募団体数が多い場合には次のような対応となります。 

◆ 応募団体数が多い場合、公開プレゼンテーションは、指名制となる場合があります。 

その場合、団体によっては、応募書類のみで審査することがあります。 
（書類による事前審査ではありません。） 

 
◆ 公開プレゼンテーションの実施を特に希望する場合には、市民協働推進補助金審査 

申込書（第１号様式）の該当欄に☑（チェック）してください。 
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（６）補助対象事業の選定方法 

  各審査員の採点結果の合計点で順位を決定します。 

なお、補助対象事業の選定にあたっては、最低基準点を設定します。 

最低基準点を満たした団体について、得点順に予算の範囲内（※）で補助額の査定 

を行います。（※ 基準点を超えていても補助金が交付されない場合があります。） 

 

  最低基準点 ： 審査委員全員の合計点が、総配点の５割以上 

 
 
 

 

 

（１）審査結果の通知（３月下旬～４月上旬） 

審議会の審査結果を受けて補助対象事業を決定します。全ての応募団体に得点及び 

審議会からのコメントをお知らせします。 

 

（２）補助対象事業の公表 

採択した補助対象事業の概要は、市のホームページで公表されます。 

 

（３）交付決定 

 対象事業として採択された団体には、査定金額に基づく補助金交付申請書を提出いた 

だいた後、補助金を交付します。 

（必要書類は、審査結果の通知とあわせてお知らせします。） 

 
 
 

 

 

（１）補助金交付決定後の事業変更 

補助金交付決定後、事業の実施計画や予算の執行に変更が生じる際には、「事業計画 

変更申請書」の提出が必要な場合があります。 

 なお、補助事業の全部または、その一部が実施されなかった場合や、実施しても補助 

金に残額が出た場合、事業収入で補助事業に要する経費を賄えた場合等は、補助金を返 

還していただくことになります。 

 

（２）活動見学 

補助金交付対象活動の状況を把握するため、活動の現場を訪問することがあります。 

（見学した活動状況をホームページで紹介させていただく場合があります。） 

 

（３）補助金交付事業周知のお願い 

当補助金事業として出版物を作成する場合や実施するイベント等を広報する際には、チラシ

等に「市民協働推進補助金交付事業」の文言を入れてください。 

11 審査結果の通知と補助金の交付 

12 事業実施にあたって 
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（１）提出書類（令和７年４月） 

 ① 実績報告書（補助金等交付規則第 10 条第４号様式） 

 ② 事業報告書 

  ③ 補助対象事業の歳入歳出決算書（事業予算書に対応した項目で作成すること） 

  ④ 団体の歳入歳出決算書（NPO 法人は活動計算書） 

  ⑤ 補助対象経費すべてにかかる領収書又はその写し 

    ※場合によっては、出納簿等を確認させていただくこともあります。 

  ⑥ 添付資料 

・活動の様子がわかる写真（事業報告書の中に貼付しても可） 

・活動ふりかえりシート（事業の自己評価を記載するもの） 

・成果物（リーフレット、パンフレット、ポスター等作成した場合のみ） 

※添付資料は変更になる場合があります。 

 補助金交付団体には、年度末（３月頃）にお知らせします。 

※ ①から③及び⑥活動ふりかえりシートの様式は、市のホームページからダウンロードして

ください。 

https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/2720/shoshiki/2410.html 

 

（２）提出先 

   横須賀市 民生局地域支援部地域コミュニティ支援課市民協働推進担当 

   〒238-8550 横須賀市小川町 11 番地 市役所本庁舎２号館２階 

電話 046-822-9699（直通）  E-mail  shimin-kyodo@city.yokosuka.kanagawa.jp 

※ 提出は、持参、郵送または E-mail でお願いします。ファクスでは受付できません。 

   

 

 

 

（１）活動報告会への出席（５月～６月） 

補助金を活用して実施した市民公益活動の実績を市民の方々に幅広く知っていただく 

とともに、１年の活動をふりかえり、今後の活動をさらに実りあるものにしていただく 

ことを目的としています。 

  ※補助金の交付を受けた団体は、原則、全団体出席となります。 

  ※交付団体数が多い場合には、発表する団体は指名制となる場合があります。 

  （その場合、発表を行わない団体であっても出席をお願いします。） 

  ※発表時に使用した資料は、後日、市ホームページ上にて公開いたします。 

（２）市民公益活動の促進のための広報活動 

補助金交付団体には、パネル展示資料や市民向け小冊子の作成等にご協力いただきます。 

13 実績報告の提出書類等 

14 活動成果の報告・広報等 
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事業の実施 
（令和６年４月～令和７年３月） 

 

※事業計画書・予算書に沿って 

 事業を行ってください。 

 

 

 

 

       
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績報告書等の提出 

（令和７年４月下旬） 

書類の閲覧（２月中旬以降準備が

でき次第） 

補助金交付決定通知書の送付（４月） 
補助金交付（指定口座に振込み） 

15 補助金に関する事務の流れ 

補助金交付申請書の提出（４月） 

市民協働推進補助金審査申込書等の提出 

（10 月 17 日～12 月８日） 

 
公開プレゼンテーション・審査会 

（令和６年３月１日開催予定） 

市役所内関係部局からの 

意見聴取 

審査結果の通知 
（３月下旬～４月上旬） 

（ 活動見学の実施 ） 

 
活動報告会での発表（公開）・活動成果の広報 

（令和７年５～６月頃） 

団体 市 
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 第１号様式 市民協働推進補助金審査申込書                  12 

第２号様式 事業計画書                           13 

      （第１面）１ 現状の課題と事業の目的 

           ２ 事業を行うことで期待できる具体的な効果 

      （第２面）３ 事業の内容                     14 

           ４ ボランティア等の活動計画 

      （第３面）５ 申込事業の実績、改善点【継続事業のみ記載】     15 

      （第４面）６ 補助金の申込理由と活用方法             16 

           ７ 補助金減額時の対応方針 

           ８ 行政との協働の内容 

           ９ 今後の展開 

第３号様式 市民協働推進補助金事業予算書                  17 

第４号様式 市民公益活動団体（ボランティアグループも含む）の概要      18 

 

 

 

16 申込書類記入例 
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                                    年（  年）  月  日 

 

（あて先）横須賀市長 
 

                                  団体名  ＮＰＯ法人 ○○○の会 
 

                           申請者   郵便番号 ２３８－００００ 

                                     住    所 横須賀市○○町１－１ 

                   法人にあっては、主たる 

                                      事務所の所在地 
 
                                     代表者名 理事長 △ △ △ △  

補 助 希 望 額           ×××，０００    円 

事業の名称       

 

○○○○事業 

事業の概要       

 

例）現在市内では、○○○が………である。 

○○○を▲▲▲するため、□□□を対象に 

…………を行う。 

実 施 期 間 
（着手） 平成 ○年 ○月 ○日（ ○ ）から 

（完了） 平成 ×年 ×月 ×日（ × ）まで 

事業の分野       

□保健、医療又は福祉の増進 □社会教育の推進 

□まちづくりの推進 □観光の振興 

□農山漁村振興 

□学術、文化、芸術又はスポーツの振興 

□環境の保全 □災害救援 □地域安全 

□人権の擁護又は平和の推進 □国際協力 

□男女共同参画社会の形成の促進 ☑子どもの健全育成 

□情報化社会の発展 □科学技術の振興 

□経済活動の活性化 ☑職業能力の開発又は雇用機会の拡充 

□消費者保護 

□団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助 

□その他(                   ) 

行政との協働 

の必要性 

□不要 

☑必要 

公開プレゼンテ

ーションの実施 
☑特に希望する 

 
注  該当する箇所の□にレ点をすること 

第１号様式（第６条第１項関係） 

横須賀市市民協働推進補助金審査申込書 

①
 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

 
 
千円未満は切捨て。（以

下、金額の記入は同様） 

② 

 
 
事業名だけで、事業の内

容や目的がわかる名称

をつけてください。 

③ 

 
 
どのような活動か理解

しやすいように、簡潔に

記入してください。 

④ 

 
 
今回申込する事業の分

野に☑（チェック）して

ください。 

⑤ 

 
 
どちらかに☑（チェッ

ク）してください。 
 
「必要」とした場合は、

第２号様式（第４面） 

「④８ 行政との協働の

内容」に、具体的な内容

を記入してください。 

⑥ 

 
 
審査時に、特にプレゼン

テーションの実施を希

望する場合、☑（チェッ

ク）してください。 

ご意向を踏まえた上で、

プレゼンする団体を、指

名により決定します。 
なお、ご希望に沿えない

場合もありますので、ご

承知おきください。 

⑦ ⑦ 

 
 
法人の場合は、 
・法人格 
・代表者の役職名  
も記入してください。  
押印は不要です。 

① 

記入例 第１号様式 審査申込書 

○○年○月○日（○）から 

××年×月×日（×）まで 

 



13 
 

 

 

１ 

現状の課題と 

事業の目的 

 

※事業実施に 

よって、 

解決したい 

地域課題は 

何ですか？ 

 

【現状認識と課題】 

 

例） 現在、横須賀市では……から………という状況が発生し、 

それに伴い………などの問題が発生しており、………という 

状況である。 

しかし………は………であるため、………の必要がある。 

そこで、当ＮＰＯ法人は、………を実施しているが、……が 

……なため、………だと感じている。 
 

【事業の目的】 

 

例） ………を行い、それが定着することで、市民にとって 

……なまちとなる。 

………を推し進めることで、………しやすいまちとする 

ことが本事業の目的である。 

 

２ 

事業を行う 

ことで 

期待できる 

具体的な効果 

 

※事業実施に 
よって、解決 
したい課題を 
どのように 
解決しようと 
しています 
か？ 
それにより、 
広く横須賀 
市民が 
得られる 
メリットは 
何ですか？ 

 

【事業の公益性・市民にもたらす効果】 
 

例１） ………との交流イベントの実施だけでなく、各地域に 

出向いて……の声や体験談を語る場を作り、より多くの 

市民が………について考える機会を設ける。 
 

例２） 単に………を楽しむ機会を提供するというだけでなく、 

高齢者施設や、学校に出向いて………を伝えていく。 
 

例３） 今回の事業は限られた○○の住民が対象だが、利用者への 

アンケート結果や、現場の生の声を………という方法で 

発信し、今後、他地域でも広めていきたい。 

 
 

【先駆性・独創性・専門性等の市民公益活動の特性を生かした効果】 

 

例） 当ＮＰＯ法人は、………を立ち上げて、………な取り組みを 

しているため、……に関する独自のノウハウがあり、………の 

効果が発揮できる。 

 

【その他の効果・波及して得られる効果】 

 

例） 事業の実施を通して、……が可能となり、………という 

効果があるとともに、……との繋がりができ、今後……して 

いくにあたって協力関係をつくることができる。 

………を通して、支援者の拡大が図れる。 

 

第２号様式（第１面）（第６条第１項関係） 

事業計画書 

①
 

 
 
事業を行うきっかけ、背

景を記入してください。 
 
どのような地域課題が

あると感じていて、何の

ためにこの事業を行お

うと思ったのか、目的が

わかるように記入して

ください。 

① 

② 

 
 
地域課題・社会課題の解

決に向かって、 
・どのように取り組む 
ことで、 

・どれだけの市民に、 
・どのようなメリット 
がある事業なのか  

を記入してください。 
 
※重要ポイント※ 

「補助を受けた事業が、

どのように市民の役

に立つのか？」という 
「事業の公益性」は、審

査で最も重要なポイ

ントです。 

② 

③ 

 
 
本来、行政が行っても良

いような公益性の高い

事業を市民公益活動団

体が実施することのメ

リットなどは、こちらに

記入してください。 

③ 

審査基準項目 

Ⅰ 社会性・公益性 

審査基準項目 

Ⅳ 先駆性・独創性・迅速性 

審査基準項目 

Ⅰ 社会性・公益性 

記入例 第２号様式（第１面） 事業計画書 
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第２号様式（第２面） 

 

３ 

事業の内容 

 

【内容・実施方法・実施体制・実施場所・実施日程等】 

 

例） 

 ＜事業１＞ ………を実施 

  ・内容 ……を対象に、……を講師にして………を行う。 

      それにより参加者の○○が…となり、…が図られる。 

  ・日時 ○月～○月  月○回程度開催 

・場所 ○○施設、○○学校 

・従事者  講師○名（……財団の………を予定）、 

会員○名、有償ボランティア○名 

  ・受益対象者（参加者数） ○○人予定 
 

・実施スケジュール 

  ○月～○月：準備 

  ○月   ：……実施 

  ○月   ：○回実施 

  ○月   ：○回実施 

 

＜事業２＞ ………を実施 

……… 

……… 

 
 

４ 

ボランティア 

等の活動計画 

 

【広くボランティアや市民が参加できる活動の計画】 

 

例） 

   ○○○講演会は会員のみ（無償、交通費支給）で実施する。 

  □□イベントは、会員の他にボランティアを10人程度募集し、 

準備と当日の運営を手伝ってもらう。 

 

日付 活動内容 ボランティア 

８月○日 ○○○講演会打合せ 10人×２時間 

８月○日 ○○○活動準備 10人×２時間 

８月下旬  ○○○講演会 10人×４時間 

１月○日 □□イベント打合せ 10人×２時間 

１月○日 □□イベント打合せ 10人×２時間 

２月○日 □□イベント準備 20人×４時間 

２月中旬 □□イベント実施 20人×８時間 

①
 

 
 
事業の 
・具体的な内容（・効果） 
・日時 
・場所 
・従事者 
・受益対象者 
（参加予定人数など） 
・実施計画の詳細 
 （事業スケジュール）  
などを記入してくださ

い。 
 
事業が複数ある場合は

分けて記入してくださ

い。 
 
書ききれない場合は、別

紙（A4）を使用しても構

いません。 

① 

② 

 
 
日付ごとに、活動内容、

ボランティアの人数な

どを記入してください。 
（準備や打合せなどを

含みます。） 
 
交通費など実費の受取

りを除く、無償で行う活

動を記入してください。 

② 
審査基準項目 

Ⅴ 市民参画・連携性 

審査基準項目 

Ⅱ 事業計画の現実性・効果性 

記入例 第２号様式（第2面） 
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５ 

申込事業の 

実績、改善点 

 

【継続事業 

 のみ記載】 

 

【直近の事業のふりかえり】 

（１）目的の達成度、事業で得られた効果について 
 

例）・来場者数は想定をやや下回ったが、同日に近隣で大規模 

イベントが開催されており、集客が割れたものと思う。 

・ボランティアの参加は追加募集によって想定を上回った。 

・会場で配布したアンケートの回収率はあまり良くなかった 

が、直接来場者から聞いた感想は好意的なものばかり 

だった。 

・○○○の企画は好評で、次はいつあるのかという問合せが 

10件近くあった。 

（２）広報・周知活動による効果について 
 

例）・ボランティア参加者が所属する団体のイベントを通して、 

チラシを配布してもらうことで、予定枚数以上の配布が 

でき、団体間の横の繋がりもできた。今後別の機会でも 

協力していくことが決まった。 

   ・当初予定にはなかったが、Facebookページを作成した 

ところ、若い世代へのアピールに繋がり、ボランティア 

参加が増えた。 

（３）行政・他団体との連携による効果について 

  ※計画通りできなかった場合、その理由は？ 
 

例）・市の〇〇課に会場の優先予約をしてもらったことで、 

早い時期から講演会の周知をすることができた。 

・広報よこすかの記事掲載で協力してもらったことで、 

多くの参加者が集まった。 

   ・計画の一部（機材借用）については、他団体との平等感が 

    損ねられるという理由で許可されなかった。 
 

【直近の審査員からのコメントに対する対応】 
 

例１） 審査員から「講座の周知方法を工夫してください」と 

指摘があった。 

  この指摘を受けて、新たにSNSを利用した周知を行った。 

 

例２） 「リーフレットの印刷は複数事業者から見積りをとり、 

より安価な作成を心がけてください」というコメントに 

ついては、配布施設や印刷部数を再検討したうえで、 

複数事業者から見積りをとって印刷した。 
 

【直近の事業実施時からの改善点】 
 

例） 前年度の講座終了後に、参加者にアンケートを行った。 

  アンケートから資料が多いとの指摘があったため、今回は 

  資料を厳選し、誰にでもわかりやすい表現に変更する。 

第２号様式（第３面） 

①
 

 
 
２回目、３回目の申込み

団体のみ記入してくだ

さい。 
 
※申請書提出時に、前年

度の交付事業が終了

していない場合は、そ

の時点での事業の振

り返りを行い、前年度

事業の工夫点などを

記入してください。 

① 
審査基準項目 

Ⅱ 事業計画の現実性・効果性 

② 

③ 

④ 

⑥ 

 
 
前回申込事業について、 
・事業目的の達成度 
・この事業による市民 
 （受益者）満足度 
・効果を実感した点  
などを具体的に記入し

てください。 

② 

 
 
イベントや活動の広報、 
周知について、 
・工夫した点、それに 
よる効果 

・反省点  
などを記入してくださ

い。 

③ 

 
 
・行政、他団体との連携

の有無 
・どのような形で行政と

の協働が成り立った

か 
・理解者・支援者が広が

ったか 
・計画通り行われなかっ

た場合、その理由  
などを記入してくださ

い。 

④ 

 
 
過去に審査員から受け

たコメントに対して、事

業実施時に対応した点

を記入してください。 

⑤  
 
前年度実施時からの改

善点などを記入してく

ださい。 

⑥ 

⑤ 

記入例 第２号様式（第３面） 
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第２号様式（第４面） 

 

６ 
補助金の 
申込理由と 
活用方法 

 

※補助金を申し込んだ理由や目的、補助金の使途は？ 
※【継続事業の場合】引き続き補助金を申し込んだ理由は？ 
 

例１） 昨年度まで団体の自己資金だけで実施していたが、 

……が課題だった。 

今回、補助金を活用して………を拡大実施したい。 

それにより、……な市民が新たに事業の対象となる。 

また、これを機に………との連携も模索したい。 

 

例２） 新たに事業を立ち上げたので、補助金を活用して……を 

実施するとともに、事業の周知のために……を作成し、 

支援者の拡大に努めたい。 

 
 

【備品を必要とする理由、使用目的・方法】 

※予算書に備品購入費を計上した場合のみ記載 

 

 

７ 

補助金減額時 

の対応方針 

 

※交付対象事業として採択しても、希望額よりも少ない額で補助金を交

付する可能性がありますが、その場合の対応は？ 

 

□変わらず実施可能 

 ☑事業規模を縮小すれば実施可能 

 □一定の額までなら減額されても実施可能 

（具体的には：    円まで） 

 □希望額通りでなければ事業を実施できない 

 □その他 

（                            ） 

 
 

８ 

行政との協働 

の内容 

 

例） □□について……情報提供をしてほしい、情報交換を 

したい。 

○○講演会について広報よこすかへの掲載を希望する。 

○○講演会の△△ホールの優先使用の許可を希望する。 

 

①
 

② 

③ 

④ 

 
 
補助金をどのように事

業に活用する予定か、記

入してください。 
 
これまで団体が自主財

源で実施してきた事業

の場合、補助金を受ける

ことによって事業がど

う変わるか、  
また、２回目、３回目の

申込み団体は、引き続き

補助金を申し込もうと

思った理由も記入して

ください。 

① 
審査基準項目 

Ⅱ 事業計画の現実性・効果性 

 
 
予算書に備品購入費（単

価２万円以上の物品購

入）を計上する場合、申

請事業に備品が必要不

可欠である理由を記入

してください。 

② 

 
 
どれか１つに☑（チェッ

ク）してください。 

③ 

 
 
情報交換、広報支援、会

場の優先使用など、行政

との協働を望む内容を

具体的に記入してくだ

さい。 
 
なお、記入いただいて

も、ご協力できない場合

もありますので、ご承知

置きください。 

④ 

 

９ 

今後の展開 

 

【事業実施後の取り組み方針等】 

 

例） 当該事業の今後は、……… 

補助金の交付終了後は、……… 

団体としての目標、組織体制の整備、ネットワークの構築 

など…… 

 

 

⑤ 

 
 
補助金を足掛かりとし

て、その後どのような事

業の発展を目指してい

るか（支援者を増やして

団体としての自立運営

を目指すなど）を記入し

てください。 

⑤ 

審査基準項目 

Ⅲ 予算の現実性 

審査基準項目 

Ⅱ 事業計画の現実性・効果性 

記入例 第２号様式（第４面） 

○○講演会チラシの各行政センターへの配架を希望する。 
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（収入）                              （単位 円） 

項 目 金 額 内 訳 

 自 己 資 金  ( Ａ ) 80,000  

○○講演会参加費 ＠○○○円×○○人 

 □□財団助成金 ○○,×××円 

 寄附 ○○,×××円 

 団体負担金（会費収入）○○,×××円 

 市 補 助 金  ( Ｂ ) 220,000    

 計 (C)＝(A)＋(B) 300,000    

 

【自己資金率】 (Ａ) 80,000 ／(Ｃ) 300,000 ×100＝ 26 ％ 

 

（支出）                              （単位 円） 

項 目 金 額 内 訳 

謝 礼 金 70,000  
 ○○講演会講師謝礼  ○○,×××円 
 □□イベントの出演料 ○○,×××円 

交 通 費 45,000  

 ○○講演会会場までの交通費 
＠○○○円×○人×○回＝○○,○○○円 

□□イベント会場までの交通費 
＠○○○円×○人×○回＝○○,○○○円 

消 耗 品 費 64,000  
 ○○用○○代 ○○,×××円 
インク代   ○○,×××円 

印刷製本 費 80,000  
○○講演会・□□イベント用チラシ印刷代 
＠○○円×○○部＝○○,○○○円 

 □□イベント資料コピー代 ○,○○○円 

通信運搬 費 8,000  
 ○○講演会・□□イベントチラシ郵送代 

＠○○円×○○部＝○○,○○○円 

保 険 料 12,000   イベント保険 ○○,○○○円 

使用料・賃借料 21,000  

 ○○講演会会場使用料（▲▲ホール） 
＠○,○○○円×○回＝○,○○○円 

△△設備賃借料 
＠○,○○○円×○セット＝○○,○○○円 

合 計 300,000    

 

（参考）補助対象外の経費 

項 目 金 額 内 訳 

 人 件 費 ○○,×××   団体スタッフ人件費 

 食 糧 費 ○○,×××   例月会議の飲料代 ＠○○円×○人×○回 

合 計 ○○,○○○    

 

第３号様式（第６条第１項関係） 

① 

② 

④ ③ 

⑤ 

⑧ 

 
 
団体としての自己資金

（会費収入、前年度繰越

金等）は、団体負担金と

して記入してください。 

① 

 
 
第１号様式 審査申込書

「補助希望額」と同額を

記入してください。 

② 

 
 
収入と支出の合計を必

ず一致させてください。 
 
※まず、⑦の支出合計額

を決定してから、その

額と等しい収入合計

額を③に入れてくだ

さい。 

③ ⑦ 

 
 
自己資金率が 20％を超

えるようにしてくださ

い。 

④ 

 
 
補助対象となる経費は、

３ページに規定する項

目としてください。 
 
※見積書等の提出が必

要なものもあります。 

⑤ 

⑦ 

 
 
積算根拠（単価、内訳）

を記入してください。 
内訳の回数や人数など

は、事業計画と整合をと

ってください。 
 
※別紙としても構いま

せん。 
 
※事業終了後、⑤の経費

全てについて、領収書

等の提出が必要です。 

⑥ 
審査基準項目 

Ⅲ 予算の現実性 

 
 
事業規模の確認のため、

補助対象には含まれな

いものでも、事業に必要

な経費があれば参考に

記入してください。 

⑧ 
審査基準項目 

Ⅲ 予算の現実性 

⑥ 

市民協働推進補助金事業予算書 

記入例 第３号様式 市民協働推進補助金事業予算書 
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第４号様式（第６条第１項関係） 

市民公益活動団体（ボランティアグループも含む）の概要 

団 体 名 
（ボランティア

グループも可） 

  

 ＮＰＯ法人○○○の会 

代 表 者 

（氏名）理事長 △ △ △ △ 
（住所）〒２３８－００００ 
    横須賀市 ○○町１－１ 
（電話）×××（×××）××××  （FAX）×××（×××）×××× 
（E-mail）○○○＠□□□□ 

連 絡 先 
（代表者以外の 

方が連絡先とな 

る場合に記入し 

てください。） 

（連絡者氏名）□ □ □ □ 
（住所）〒２３９－００００ 
    横須賀市 ○○町２－３ 
（電話）×××（×××）××××  （FAX）×××（×××）×××× 
（E-mail）○○○＠□□□□ 

設 立 年 月 日   平成 ○○年 ○月 ○日 

構 成 員 数 
（役員数）  ○人 
（会員数） ○○人 

団 体 の 設 立
目 的 

○○地域の………進み、………が必要となってきたため、 

自分達で出来る範囲の「………サービス」を行おうと設立した。 

団 体 の 主 な
活 動 内 容 

現在の主な活動は、………、………、………、………など 

主な活動地域 例）○○・○○地域 

年 間 予 算 

( 平成31年度予算 又は  年 月 日～ 年 月 日の予算) 
 

 ○○○,○○○ 円  
 

過 去 の 助 成
実 績 

助成団体名 助成年度 対象事業名 

○○県○○補助金 平成○○年 ○○○○事業 

××市××助成 平成××年 ××××事業 

△△生命△△基金 平成△△年 △△△△事業 

      

 

① 

② 

③ 

④ 

 
 
今回の申込事業ではな

く、団体の活動概要を記

入してください。 
 
団体の活動内容が分か

る参考資料があれば添

付してください。 
（A4片面２枚まで） 

③ 

 
 
平日の日中に連絡が取

れる電話番号（可能であ

れば携帯電話）等を記入

してください。 

① 

 
 
連絡先が代表者と同じ

場合は、記入する必要は

ありません。 

② 

 
 
申請する事業年度が含

まれる団体の予算を記

入してください。 
 
※直近の団体決算書を

添付してください。 
（設立１年未満の団体

で決算書がない場合

は、団体予算書を添付

してください。） 

④ 

記入例 第４号様式 市民公益活動団体の概要 

 

○○年 
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※補助対象となる事業は、毎年度募集し、審査を経て決定しています。 

 団体名 事業名 事業の概要 交付額（円） 

１ 
ＮＰＯ法人くれ

ば 

こどもの居場

所をつくり、そ

こ を 地 域 の

人々のやさし

さが集まる場

所とする事業 

町内会館を利用し、週１回小学生向けの

居場所づくりをする。宿題を教え合うス

ペース、ボードゲームスペースや駄菓子

屋コーナーなどを用意し、こどもたちが

主体的に遊べる場にする。また、市民か

ら講師を募り、「市民先生への弟子入りプ

ログラム」として、こどもたちの体験と

世代間交流を目的としたイベントを不定

期で行う。 

300,000 

２ 

特定非営利活動

法人さーくる横

須賀 

横須賀の路上

生活者・ネット

カ フ ェ 生 活

者・生活困窮者

などへの生活

再建のための

相談等の支援

活動 

路上生活者等の所に夜・昼周りをして食

料・衣類・市販薬を渡しながら生活相談

を行う。生活再建希望者にはシェアハウ

スを無料提供し、「リスタート」の支援と

アフターケアを行う。また、相談室「伴

歩（ばんぽ）」では福祉制度の狭間・対象

外で困っている人の相談を行うととも

に、同行や訪問支援なども行う。 

400,000 

３ 
横須賀カレーラ

ボ 

「こども食堂」

「おとな食堂」

などの「地域食

堂」と「チャリ

ティイベント」

をテーマとし

た地域コミュ

ニティを形成

する事業 

地域の住民が参加集まって食事と交流が

できる「こども食堂」「おとな食堂」など

の「地域食堂」をテーマにコミュニティ

作りを行う。また年に数回、チャリティ

イベントや「調理」をテーマとした交流

会を実施し、当団体の広報と、市内の他

市民団体との連携も行い、市民の心温ま

るコミュニティを形成する。さらに、市

内外の福祉や子育て関連のイベントに出

展し、当団体事業の PR および告知も行

う。 

500,000 

４ 

MOA 美術館横須

賀市児童作品展

実行委員会 

MOA 美術館横須

賀市児童作品

展 

横須賀市内小学校 46 校と米軍基地内サ

リバンズスクール、横須賀市内絵画教室

に作品を募集し、審査後にショッピング

モールに作品を展示するとともに表彰式

を行う。 

320,000 

 

（参考）令和５年度 補助金の交付を受けた事業 
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 団体名 事業名 事業の概要 交付額（円） 

５ 

一般社団法人 

横須賀ワール

ドフレンドシ

ップ協会 

未就学児・小学

生向け国際交流

コミュニティ無

償化事業 

未就学児・小学生向け国際交流コミュニテ

ィ World Friendship Club(ワールドフレ

ンドシップクラブ)を横須賀市内に住む日

本人、外国人に無償で提供する。未就学

児・小学校低学年向けで２クラス、小学校

高学年向けで 1クラスを開講し、参加する

子供たちはもちろん、親御さんや、ボラン

ティアの方々も含めて、異文化交流をはか

ると共に、英語、日本語を実践する機会を

提供する。 

500,000 

６ 

一般社団法人

よこすかスポ

ーツ・M学舎BAO 

100 歳時代に向

けたフレイル予

防スポーツ教室 

100 歳時代に向け、フレイル（健康とはい

えないものの介護の必要はない状態）予防

の大切さが叫ばれる昨今、若い人から高齢

者の方まで幅広い年齢層を対象とした「運

動」「食事」「社会への参加」を一度に学び

体験する健康・体力づくりスポーツ教室を

無料で開催。高齢者や働く大人たちにスポ

ーツができる場を提供し、スポーツの楽し

さや人との交流を深めることで健康寿命

を延ばすことを目指す。 

460,000 
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横須賀市 民生局地域支援部 地域コミュニティ支援課 

〒２３８－８５５０ 横須賀市小川町 11 番地 

電 話   ０４６－８２２－９６９９ 

ファクス  ０４６－８２７－４８０３ 

E-mail   shimin-kyodo@city.yokosuka.kanagawa.jp  

 
 


